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ハローワークにおける障害者の職業紹介状況（１） 

    ○ 平成26年度の就職件数・新規求職者数は、前年度から更に増加。   
    ○ 特に、就職件数は84,602件と５年連続で過去最高を更新。 
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障害者職業能力開発行政の現状 
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１ 障害者職業能力開発校の設置・運営（全１９校） 
 （１） 国立障害者職業能力開発校（１３校） 

    ① （独）高齢・障害・求職者雇用支援機構営（２校）  

    ② 都道府県営（１１校） 

 （２） 都道府県立障害者職業能力開発校（６校） 

３ 障害者の態様に応じた多様な委託訓練（平成１６年度開始） 
   企業、社会福祉法人、ＮＰＯ法人、民間教育訓練機関等、地域の多様な委託先を活用して、   
  職業訓練を実施 
  ○ 訓練対象人員（予算） 
         Ｈ2４年度：7,０00人  Ｈ2５年度：６,000人 Ｈ26年度：6,500人 Ｈ27年度：6,630人 

  ○ 特別支援学校と連携した早期委託訓練事業  
     Ｈ2４年度：７０0人 Ｈ2５年度： 600人  Ｈ26年度：  300人  Ｈ27年度：  500人  

  ○ 在職障害者を対象とした障害者委託訓練の実施(平成22年度開始）   
         Ｈ24年度： 200人  Ｈ2５年度： １00人   Ｈ26年度：  200人 Ｈ27年度：  200人 
        
 

４ 障害者の職業能力開発に関する研究等 

５ 全国障害者技能競技大会（アビリンピック）の開催 
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２ 一般の職業能力開発校における障害者の職業能力開発 
  ○ 受講者数 
       H２３年度：７１９人 H２４年度：６０８人 H２５年度：６６３人  H２６年度：６２９人     

障害者職業能力開発行政の概要 
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注１ 就職率は、訓練修了３ヶ月後の就職状況を元に算出。 

（資料：定例業務統計報告、障害者委託訓練実施状況報告） 

注２ 一般校における障害者職業訓練の就職率は、一般校活用事業による受講者［カッコ内］の就職率を示している。 

  
平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

受講者数 就職率 受講者数 就職率 受講者数 就職率 受講者数 就職率 受講者数 就職率 

障害者職業能力開発校 
における職業訓練 

2,305 － 2,205 － 2,172 － 2,093 － 2,010 － 

  離職者訓練 2,030 60.0% 1,948 65.9% 1,880 68.7% 1,772 69.1% 1,686 71.8% 

  在職者訓練 275 － 257 － 292 － 321 － 324 － 

一般校における 
障害者職業訓練 

732［378］ 72.8% 719［347］ 76.2% 608［312］ 73.8% 663[392］ 81.4% 629[373］ 81.6% 

障害者の態様に応じた 
多様な委託訓練 

6,280 － 5,706 － 5,627 － 4,896 － 4,553 － 

  離職者訓練 6,198 43.8% 5,637 44.4% 5,477 45.2% 4,733 47.1% 4,386 51.3% 

  在職者訓練 82 － 69 － 150 － 163 － 167 － 

合   計 9,317 - 8,630 - 8,407 - 7,652 - 7,192 - 

障害者職業訓練実施状況 

（単位：人） 
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障害者職業能力開発校の状況 
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○国立機構営校 （２校） 
 

・国が設置し、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構が運営する障害者職業能力開発校 

・先導的な職業訓練実施の成果をもとに、職業訓練内容、指導技法等を他の障害者職業能力開発校等に提供する
ことにより、障害者職業訓練全体のレベルアップに貢献 

 

■中央障害者職業能力開発校 （国立職業リハビリテーションセンター） 
■吉備高原障害者職業能力開発校 （国立吉備高原職業リハビリテーションセンター） 

○国立県営校 （１１校） 
 

・国が設置し、都道府県に運営を委託 
 

■北海道障害者職業能力開発校  ■宮城障害者職業能力開発校 

■東京障害者職業能力開発校  ■神奈川障害者職業能力開発校 

■石川障害者職業能力開発校  ■愛知障害者職業能力開発校 

■大阪障害者職業能力開発校  ■兵庫障害者職業能力開発校 

■広島障害者職業能力開発校  ■福岡障害者職業能力開発校 

■鹿児島障害者職業能力開発校 

 一般の公共職業能力開発施設において職業訓練を受けることが困難な重度障害者等に対して、その障
害の態様に配慮した職業訓練を実施 

○県立県営校 （６校） 
 

 

■青森県立障害者職業訓練校                                       ■千葉県立障害者高等技術専門校 

■静岡県立あしたか職業訓練校                                     ■愛知県立春日台職業訓練校 

■京都府立京都障害者高等技術専門校                         ■兵庫県立障害者高等技術専門学院 

 

障害者職業能力開発校の概要 
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※カッコ内は平成24年度の数値 

障害者校

中央 200 (200) 346 (347) 191 (202) 173.0% (173.5%) 95.5% (101.0%) 79.3% (70.1%)

吉備高原 75 (75) 114 (121) 80 (76) 152.0% (161.3%) 106.7% (101.3%) 87.7% (91.0%)

国立機構営 275 (275) 460 (468) 271 (278) 167.3% (170.2%) 98.5% (101.1%) 81.4% (75.9%)

北海道 90 (90) 28 (36) 25 (32) 31.1% (40.0%) 27.8% (35.6%) 70.0% (50.0%)

宮城 100 (100) 95 (92) 61 (51) 95.0% (92.0%) 61.0% (51.0%) 37.7% (68.6%)

東京 240 (240) 238 (286) 126 (139) 99.2% (119.2%) 52.5% (57.9%) 73.8% (66.2%)

神奈川 130 (130) 162 (215) 95 (85) 124.6% (165.4%) 73.1% (65.4%) 77.8% (85.1%)

石川 80 (80) 63 (69) 45 (43) 78.8% (86.3%) 56.3% (53.8%) 71.1% (55.8%)

愛知 125 (125) 122 (127) 90 (91) 97.6% (101.6%) 72.0% (72.8%) 62.2% (61.5%)

大阪 140 (140) 166 (236) 118 (140) 118.6% (168.6%) 84.3% (100.0%) 72.9% (75.7%)

兵庫 100 (95) 103 (126) 64 (58) 103.0% (132.6%) 64.0% (61.1%) 62.5% (60.3%)

広島 105 (105) 164 (183) 93 (90) 156.2% (174.3%) 88.6% (85.7%) 63.7% (56.0%)

福岡 150 (150) 152 (185) 111 (133) 101.3% (123.3%) 74.0% (88.7%) 63.2% (59.2%)

鹿児島 100 (100) 102 (114) 79 (88) 102.0% (114.0%) 79.0% (88.0%) 70.9% (63.6%)

国立県営 1,360 (1,355) 1,395 (1,669) 907 (950) 102.6% (123.2%) 66.7% (70.1%) 66.9% (66.3%)

青森 40 (40) 23 (43) 19 (33) 57.5% (107.5%) 47.5% (82.5%) 63.2% (48.5%)

千葉 80 (80) 87 (109) 45 (62) 108.8% (136.3%) 56.3% (77.5%) 77.8% (74.2%)

静岡 50 (50) 64 (58) 47 (35) 128.0% (116.0%) 94.0% (70.0%) 87.2% (88.6%)

愛知 100 (100) 57 (63) 47 (47) 57.0% (63.0%) 47.0% (47.0%) 78.7% (91.5%)

京都 60 (60) 72 (81) 52 (50) 120.0% (135.0%) 86.7% (83.3%) 80.8% (74.0%)

兵庫 55 (55) 99 (93) 49 (51) 180.0% (169.1%) 89.1% (92.7%) 77.6% (72.5%)

県立県営 385 (385) 402 (447) 259 (278) 104.4% (116.1%) 67.3% (72.2%) 79.2% (73.5%)

合計 2,020 (2,015) 2,257 (2,584) 1,437 (1,506) 111.7% (128.2%) 71.1% (74.7%) 71.8% (69.1%)

※カッコ内は平成２５年度の数値

募集定員 応募者数 入校者数 応募／定員 入校／定員 就職率

障害者職業能力開発校の募集・入校状況（平成26年度） 

（単位：人） 
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障害者校の障害種類別・訓練系統別の入校状況（平成26年度） 

○ 障害種類別の入校数は、身体障害者の割合が約5０.8％と高く、障害求職者に占める精神障害者の割
合と比較して精神障害者の入校者割合が低い。 
   

障害種類別 身体 知的 精神 その他 

  

うち発達 

国立機構営 130 １６ ３７ ９４ ６９ 

国立県営 ６４８ ２１５ ２２９ １１８ ９２ 

県立県営 ７９ １４９ ３５ ４６ ４１ 

計 ８５７ 3８０ 3０１ ２５８ ２０２ 

入校者に占める割合 5０.８% 2２.５% 17.９% 1５.３% １２.０% 

（単位：人） 
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機構営障害者校による職業訓練に関する指導技法等の普及 
～特別支援障害者等向け訓練コース設置・運営に関する支援～ 

【専門訓練コース設置・運営サポート事業】 
  特別支援障害者等向け訓練コースを設置している、または、新たな設置を計画している障害者職業能力開発校及び職業能力開発校を対象に、当該校の訓練計画や訓練環境、
支援ニーズ等に応じた支援プログラムを作成し、職業訓練指導員等を対象とした長期の実務演習と訪問等による助言等により特別支援障害者等向け訓練コースの設置及び円滑
な運営についての支援を実施 

 

…個々の能開施設等のニーズに応じたオーダーメイドの支援 

◇ニーズ等の把握◇ 
 機構営者校が当該校を訪問等し、当該施設の訓練計画や訓練環境等、指導技法
等の提供に係る具体的なニーズの把握 

◇訓練計画の策定等に関する支援◇ 
当該校の要請に応じ、訓練計画等の策定や連携・協力体制の構築に向けた会

議・委員会等における助言を実施 

◇ノウハウ提供支援◇ 
機構営者校の訓練場面等を活用し、当該校の指導員等にＯＪＴ方式による直接

的な指導技法等の提供を実施。 

◇フォローアップ支援◇ 
ノウハウ提供支援を実施した後、当該校のニーズ等に応じて訪問等による支援

を実施。 

平成24年度試行実施 
【中央校】 東京障害者職業能力開発校 （精神・発達障害者専門訓練コース設置に向けた支援） 
【吉備校】 広島障害者職業能力開発校 （重度視覚障害者専門訓練コース設置に向けた支援） 
 
平成25年度 
【中央校】 神奈川障害者職業能力開発校（精神障害者専門訓練コース運営に係る支援） 
       千葉県立障害者高等技術専門校（発達障害者専門訓練コース設置に向けた支援） 
【吉備校】 福岡障害者職業能力開発校（発達障害伴う知的障害者の専門訓練コース運営に係る支援） 
       北海道障害者職業能力開発校（精神・発達障害者専門訓練コース設置に向けた支援） 
 
平成26年度 
【中央校】 新潟県立新潟テクノスクール（知的障害者専門訓練コース運営に係る支援） 
 
平成27年度 
【中央校】 石川障害者職業能力開発校（精神障害者専門訓練コース設置に向けた支援） 
【吉備校】 大阪府立芦原高等職業技術専門校（精神障害者専門訓練コース設置に向けた支援） 
       鳥取県立産業人材育成センター倉吉校（発達障碍者専門訓練コース設置に向けた支援） 
 
  ※複数年にわたり支援を実施 
  
 

 【指導技法等体験プログラム】 
  専門訓練コースの設置による職業訓練の有効性について理解を深め、特別支援障害者等向け訓練コースの設置を促すため、障害者校及び一般校の職業訓練指導員等や障害
者職業訓練の企画を担当する都道府県職業能力開発主管課の職員を対象に、機構営障害者校を会場に訓練場面を活用した指導技法等の解説や訓練等の体験、意見交換、事
例紹介等を実施 

…訓練場面を活用した指導技法等の解説や訓練等の体験による専門訓練コース設置に向けた検討促進 

○精神・発達・高次脳機能障害者の職業訓
練等 

 【会 場】中央校 
 【日 程】平成27年8月27日～28日 
 【参加者】13施設21名 
 【内 容】専門訓練コースの紹介、 
      訓練体験、指導技法等紹介 
      事例検討、情報交換会等 
 【結 果】アンケート調査で業務の 
      参考になったとの回答 
      ：94.7% 
 
 

○精神・発達・高次脳機能障害者の職業訓
練等（コース設置を考えている方対象） 

 【会 場】中央校 
 【日 程】平成27年10月28日～30日 
 【参加者】5施設5名 
 【内 容】専門訓練コースの紹介、 
      訓練体験、指導技法等紹介 
      事例検討、情報交換会等 
 【結 果】アンケート調査で業務の 
      参考になったとの回答 
      ：100% 
 
 

○発達障害を伴う知的障害者の職業訓練等 
 【会 場】吉備校 
 【日 程】平成27年8月24日～26日 
 【参加者】5施設5名 
 【内 容】専門訓練コースの紹介、 
      訓練体験、指導技法等紹介 
      事例検討、情報交換会等 
 【結 果】アンケート調査で業務の 
      参考になったとの回答 
      ：100% 
 
 

○精神・発達・高次脳機能障害者の職業訓
練等 

 【会 場】吉備校 
 【日 程】平成28年1月25日～27日 
 【参加者】4施設5名 
 【内 容】専門訓練コースの紹介、 
      訓練体験、指導技法等紹介 
            事例検討、情報交換会等 
 【結 果】アンケート調査で業務の 
      参考になったとの回答 
      ：100% 
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